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はじめに
本稿のために行った調査の契機となった論文がある。 PaulHareとMikhail
Lugachevによる「市場経済移行における高等教育：ふたつの事例研究」
(Hare& Lugachev, 1999）とL、う論文である。我々の調査は， もともと高等教
育機関の財政状況を調べようと最初から意図されたものではなかった。若年層の
失業問題を考える場合，新卒者がどのような教育を受け，どのように就職活動を
行っているのかを調査するために，我々はたびたびノヴ、オシピルスク国立工科大学
に訪れていた。ノヴォシビルスク国立工科大学は地域の工業部門に過去多くの専
門家を輩出してきた大学であるがゆえに，基幹産業である工業部門の人材教育を
担う同大学での調査は，研究にとって非常に魅力のあるものであった。工学部教
育において物的基盤の陳腐化を訴える教員たちとの討論において，彼らの財政状
況の厳しさだけでなく，生活の厳しさも多く話題となった。調査の過程で，より
詳しく教育現場の状況を把握するために，大学の財政状況を調べる必要があった。
ところが，大学の財政状況に関して，多くの危機的状況に関する報告や研究はあ
るものの，概説的な研究にとどまり，具体的な大学運営の姿がなかなか見えてこ
なかったl。そうしたなかで， PaulHareとMikhailLugachevの論文が， もっと
＊ 本稿にかかわる調査において，ノヴォシビルスク国立工科大学の教員たち，特に，ア
レクサンドル・ベルディンスキー助教授，エフゲニー・ガブリロフ教授の専門分野を越え
たご協力に感謝したい。なお，本稿の研究は，平成14年度科研費研究（若手研究B「シベリ
ア・極東地域のロシア労働市場への地域アプローチ」課題番号13730033）および平成15年
度科研費研究（若手研究B「ロシアの新規学卒労働市場と雇用政策の新しい展開に関する研
究J課題番号15730132）の一部である。
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も具体的な大学の財政状況を示す論文であった。
彼らの示す具体的事例は，非常に鮮明であったが，それでも不十分であった。
それは，彼らの調査が，主に聞き取りなどによるもので，資料的に大学の財政
状況の具体像を示すには制約があったからである。彼らも指摘するように，ロ
シアの大学では，彼らの財政状況を示す報告書のようなものが発行および公表
されているわけでもなL、。そこで，我々は，ノヴォシビルスク国立工科大学の
教員に協力してもらい，大学の学内広報誌を丹念に調べること，そのなかで疑
問が生じた場合，教員と討議することで，大学の財政状況の具体像を明らかに
しようと考えた。
本稿では，そうした事例研究を通じて得られた資料の検討をもとにして，第
一に，今日の高等教育機関，特に国立大学が連邦予算だけでは運営ができない
こと，第二に，その不足分を予算外収入により補填し，大学設備修繕費や光熱
費だけでなく，大学職員の賃金さえも予算外収入に依存していること，第三に，
そうした予算外収入は，有料授業の拡大や大学の企業家活動により生み出され
ていることなどを，明らかにしたL、。
次節では，ロシアの高等教育財政に関して概説し，第三節において，ノヴォ
シビルスク国立工科大学， トムスク国立大学，モスクワ国立大学経済学部の事
例研究から，より具体的な大学の財政状況を紹介する。第四節では，高等教育
機関の賃金に，どのように予算外収入が組み入れられているか，教育部門の賃
金水準の検討と共に論じたい。最後に，結論として，現在の高等教育機関，特
に国立大学の予算外収入獲得のための戦略の問題点を論じ，結論とする。
1 ロシアの高等教育の財政状況に関しては， OECD( 1999), Lugachev, Markov, Tipenko & 
Belyakov (1997), Kol’chugina (200 I）などが詳しL、。
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脆弱な高等教育財政
ロシアの教育制度は， 4つの段階に分かれている 2。まず，第ーには，生後
2ヵ月から7歳までの乳幼児を対象とした就学前教育で，これは幼稚園で行わ
れる。次に義務教育があり，初等・前期中等教育がその対象である。義務教育
の年齢開始や修業年限についての規定はないものの， 6歳から 7歳時に義務教
育に入り， 8年から 9年間の履修期聞がある。おおよそ15歳時に義務教育を修
了し，後期中等教育の第10学年・ 1学年に進むか，職業技術専門学校に進むか，
中等専門学校に進むかの選択がある。中等教育と高等教育との分かれ目は，少々
暖昧である。中等専門学校は，後期中等教育の卒業生も受け入れているため，
高等教育に区分される学校があり，特に，市場経済化のなかで，中等専門学校
がカレッジという大学の格を唱うようになり，高等教育と中等教育の分け目が
複雑になったためである＇ o ただし，カレッジは，基本的には，低レベルの専
門職業教育（看護婦，可書，初等教育教諭，技手など）であり，卒業資格は，
高校卒業に相当する。そのため，カレッジは中等専門教育に含めるのが普通で，
統計区分では高等教育には含められていない。
ロシアでは，高等教育機関は， 4つのタイプに分かれる。総合大学（University),
専門大学（Academy），専門大学 (Institute），カレッジ（College）である
(Lugachev, Markov, Tipenko, & Belyakov, 1997, pp.149-150）。前述した
ように，カレッジは中等専門教育に含める場合が多い。これらの中には，修業
年限が2年から 3年程度の，日本でいう短大に相当するものもある。そのほか
は， 4年から 5年が修業年限となる。これら以外にも，総合大学や規模の大き
2 ここで示す教育制度は，文部科学省（2002,p. 91），上村俊一（1999, pp.27-28），ユー
ラシア研究所（1998司 pp.396-415),Lugachev, Markov, Tipenko, & Belyakov (1997, pp.149-
150）等を参！照されたL、。
3 カレッジの出現は，ロシアにとって新しい現象であり，例えば，教員養成のための教
育カレッジは，教育専門学校よりも，カリキュラムなどにおいて柔軟な構造を有してい
る。専門学校のカリキュラムを基礎としながら，高等教育機関のカリキュラムとも連動
しているからである。このことについては， Pankova(1999, p.85）を参照されたL、。
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い専門大学，そして科学アカデミーなどの研究所には大学院がある。本稿で検
討される高等教育機関は，科学アカデミーなどの大学院を除く高等教育機関，
そして特に国立の総合大学である。
ロシア連邦統合予算に占める学校教育費予算の比率は， 90年代では， 1997年
の14.4%を除いて，ほぼ11～12%代であった。 1980年代の16.7%と比較すると，
市場経済化以降，教育投資は抑えられてきたと言える（表1）。ただ，比率だ
けをみれば，この比率は， OECD諸国の一般政府支出に占める公財政支出学校
教育費の比率とそれほど見劣りするものではなL、。 OECD各国平均で， 1998年
時点では12.9%である 40
表1 一般政府支出に占める公財政支出学校教育費
1980-2000年（%）
1980 16.7 
1990 14.8 
1992 11.0 
1993 12.7 
1994 11.7 
1995 12.4 
1996 12.8 
1997 14.4 
1998 12.9 
1999 1. 7 
2000 11.0 
出所： Bary& Borevskaya, 200, p.352, 
and Goskomstat 2000 & 2001 
4 ここでのOECD資料は，文部科学省（2002）を参照している。ロシアの資料は，
Gos』wmstat(200 l）を利用している。
5 プーチン大統領もそのことはもちろん十分認識している。 2001年9月にモスクワ国立教
育大学で行った演説のなかで，プーチン大統領は，「政府はこれまで教育に十分な注意を
払ってこなかったと正直に言わざるを得ません」と述べ， 2002年度予算草案では，ロシ
ア史上初めて，教育費が軍事費を上回っている（Macwilliams2001, pp.A43-A43）。
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学校教育予算をGDP比で見てみよう。 2000年予算では，学校教育費予算は，
GDP比約 3%であった。 1998年のOECDの公財政支出教育費の対GDP比は，
平均で5.4%であった。 GDPにおける公財政支出の比率は， 2000年のロシアで
27.8%であったが，これはOECD諸国の比率と比べると非常に低L、。さらに，
この学校教育費予算GDP比3%というのは， CIS諸国の中でも最も低い数値な
のである（Macwilliams2001, p.A43）。限られた国家財政のなか，学校教育
費予算は厳しく抑えられている状況が見て取れる＇ o
ロシアの高等教育の財政状況は， 90年代，インフレ，連邦政府の緊縮財政，
未払い問題，余剰設備と老朽化，不況の中での学生の高学歴指向などにより，
その収入構造も大きく転換した。連邦予算中心の収入は，徐々に，生き残りを
かけて，様々な財源の確保を目論んで，多様化していった。
OECDの調査では，従来の連邦予算以外に次のような財源が近年重要性を増
していると指摘している（OECD1999, pp.141 142）。これらは，予算外基金
と名付けられ，政府予算の削減が続けられるなか，国立大学にとって財政を支
える中心的な役割をもつに至っている。
1）寄付研究
2）産学共同研究
3）企業活動収益
4）授業料
5）自治体・地域援助
寄付研究や産学共同研究は，競争力のある伝統的有名大学ならば，獲得も可
能であるが，地方大学や中小大学では，スポンサーや産学共同研究の需要を見
つけだすことそのものでさえ非常に難しいうえに，従来教育に特化してきた大
学が，研究機能を充実させることは短期間では非常に難しし、。それでも，こう
した寄付研究や産学協同研究は，大学の財政を補助し，教員の給料の補填とし
て貢献している。
次に国立大学の企業家活動による収益である。ロシア連邦教育法では，教育
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機関の企業家活動は認められており（第47条），企業活動収益は，多くの場合，
大学が所有する建物・土地の一般企業へのリースなど，余剰設備，余剰空間の
利用によって生み出されている。また，大学が大学内にカフェ，美容院，ブティッ
クなどを経営するなど（OECD1999,p.140），様々な雑収入がこれに加わる。
次に，授業料収入，つまり有料授業についてである。旧ソ連時代，ロシアの
学校教育は，義務教育であることとないことを問わず，無料の教育であった。
高等教育機関でも，有料授業が本格的に現れだしたのは，旧ソ連崩壊以後であ
る。教育を無料とする原則は現在でも続いているが，なし崩し的に有料授業が
各学校，高等教育機関で拡大していった。無料教育の原則を支えるのは，政府
が予算的に教育を支えて初めて成り立つ。公立高等教育機関は，従来，すべて
の収入を政府の予算に依存してきたのであるが， 90年代では，そうした国家予
算依存のままでは，教育だけではなく大学そのものの存亡の危機となる事態に
なってきた。
プーチン大統領は， 2001年度年次教書演説で次のように述べている。
教育については，公共予算よりの資金配分だけをあてにするだけではすま
されなくなった。予算以外の教育施設への資金手当て（換言すれば，授業
料である。現状をありのままを言えばそうなのである。）は，多くの場合
に，すでに現実には常識化してしまった。しかしながら，この市場は，相
変わらず不透明なままである。これは，非合法市場だからである。学校長
らは，自分自身の首を懸けてリスクをおかし，こういった市場を活用して
いる。公式には“無料”教育制度であるはずが，事実上はもぐりの有料制
度となっていることは，生徒や教員を堕落させるもとになっている（ロシ
ア東欧貿易会 2001,p.45）。
多くの国民は，無料教育の維持を望むものの，高等教育の有料化は不可避で
あることを理解しはじめてはいる（Osipovaet al. 1997, p.116）。こうした有
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料教育の実施は，特に，ビジネス，応用経済，法律，外国語教育の分野で盛ん
に行われている (Hare& Lugachev 1999, p.106）。それは，高等教育を受け
る学生たちの費用対効果が，その他の多くの既存の分野で不透明であり，そこ
での教育の成果が将来の高収入を保証しないためであり，一部の人気コース・
学部での有料化が先行して行われている状況である。ウラジオストクにある極
東総合大学東洋学大学日本研究学部では，授業料は年間2500ドルで，約7割の
学生が有料教育の学生であるという 60 OECDの報告書（OECD1999,pp.141-
142）でも，地方大学で年間1000ドル，伝統的有名大学で2500ドルの授業料で
教育が行われており，教育法条項に準じれば国が定めた無料教育の学生数の25
%までは有料定員にすることができるようであるが7，これは多くの大学で守
られていないことが，想像できる。
最後の自治体・地域援助であるが，これは近年の地方自治体と教育との関係
の変化によって生じたものである。国立大学は，基本的には連邦予算の責任の
もとに運営されるものではあるが，地方の大学において連邦予算からの収入が
減少したり滞ったりする状況のなか，地方自治体は地域の大学を地域の経済お
よび社会的な資産であるとの認識を高め，わずかばかりかのサポートを行うよ
うになってきた（OECD1999,p.141）。国家高等教育委員会も，多くの地方自
治体と協議し，自治体と高等教育の発展のための責任分担と地方自治体の参加
に関する合意を取り付けている（Hare& Lugachev 1999, p.107）。教員，従
業員への給料が払えない教育機関への無利子貸付，学生への地方予算からの援
助，光熱費など公共料金を払えないでいる大学の維持費援助などが行われてい
る。
政府の学校教育費予算が90年代厳しく圧縮されるなか，高等教育機関は，こ
6 2000年10月のインタビューによる。ただし，この有料教育の学生数の比率に，外国人
留学生や非lE規授業の学生が含まれていることも考えられる。ロシア連邦教育法では，
正規教育以外の職業訓練コースなどの有料授業は認めているし，外国人留学生に関して
も有料教育は認められている。
7 Rossiiskaia Federatsiia Zakon ob Obrazovanii （ロシア連邦教育法）第41条第10項参照。
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れまで述べてきたことからもわかるように，予算外収入の獲得に奔走すること
となった。そのなかでも，特に企業活動収益と授業料収入は，ロシアの高等教
育機関の予算外収入にとってかつてない重要な源泉となっている。そうした予
算外収入が，どのように個別具体的な高等教育機関で重要な収入源になってい
るのか，また財政状況の悪化のなか，高等教育機関はどのような運営を迫られ
ているのか，次節においてノヴォシビルスク国立工科大学等の事例から考察し
ていこう。
3つのケーススタディ
大学の所有形態，経営形態が多様化する中で，いまだ大学の財政状況がどの
ようなものであるかを把握することは非常に難しい。年次報告書のようなもの
を出しているわけではない。 Hare& Lugachov (1999, p.109）によれば，「そ
うした報告書の需要もなければ，大学は財務状況の詳細を公表したくなしリょ
うである。内部報告に必要な財務資料は，それでも存在する。ここで私が調査
したノヴォシビルスク国立工科大学の例は，学内報の類から資料を得ている。
このケーススタディで示す大学の財政状況は，ロシアの大学の財政状況を代
表するものではない。ロシアの大学の財政状況がどのような状態にあるのかを
検証する場合，そうした資料の情報公闘が進んでいない現在では，こうした特
定大学のケーススタディが，ロシアの大学の財政状況の一面を見せてくれる。
その意味で，ここで提示する資料は，貴重であろう。このケーススタディがロ
シアの大学の財政状況すべてを反映するものではないとはいえ，ここで示され
る財政状況は，多かれ少なかれ，多くのロシアの大学に共通する問題を提示し
ている。
ノヴォシピルスク国立工科大学は，シベリアの中核都市ノヴォシビルスク市
にある生徒数16180人，教員968人， 10学部75学科の比較的大規模な大学 (1950
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年創設）である。生徒数では，同市の伝統的有名大学であるノヴォシビルスク
国立大学を凌駕する。もともとは，地域の工業を支える人材の供給を担う
Instituteであったが，市場経済化のなかビジネス学部の創設など拡張政策を
続けて巨大化した大学である。
表2 ノヴォシビルスク国立工科大学予算配分1(1997年）
項 目 政府予算案 実際の配分額 実際の配分比（千ルー ブル） （千ルー ブル） （%） 
賃 金 26589 25764 97 
奨 学 金 9322 9507 102 
学生の給食・交通費 2314 324 14 
設備費・設備修繕費 1276 。 。
公共サービス・通信費 14100 14100 100 
応急・全面修繕費 279 。 。
その他の雑支出 4215 1023 24 
総 額 58095 50718 87 
出所： Inform,No.2(60),1998 
では：，まず連邦予算配分を見ていこう。表2は，ノヴォシビルスク国立工科
大学の連邦予算配分を表したものである。個々で注目すべきことは，まず，第
一に，政府の予算案に対し，実際に大学に配分された予算は，大きく減額され
ていることである。そして第二に，大学の物的基盤に対しての予算は，予算案
にわずかに認められてはL、るが，実際に配分された額はゼロであった事実であ
る。
大学に限らず，旧ソ連時代に建設された建物の中には，耐久年度を越えたも
の，大規模な修繕を必要とするものなどが多くある。大学においても，構内の
様々な建築物の修繕や，日常的な修繕の必要性に迫られている。ノヴォシビル
スク国立工科大学の学内広報誌『インフォルムJl(1999, No.8, p.12）には，
夏期修繕計画とその展望が記載されている。これを見ると，いかに大学が所有
する建設物に根本的な修繕や部分的な修繕が必要とされているかが見てとれる。
この計画には， 27件58細目の修繕案件が挙げられている。それらは大別して，
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教育棟と学生寮との計画に分かれており，多くがそれぞれの屋根の全面改修も
しくは応急修理，軒や庇， トイレ，暖房，下水設備，廊下などの修理といった
大学設備維持にとって不可欠な案件で埋まっている。
これらの案件すべてを行うためには， 400万ルーブルを必要とする。しかし，
公共料金債務の問題をなかなか政府が解決できないために，月90万ルーブル，
年間1100万ルーブルを必要とする大学の電力費は，地域電力会社ノヴォシビル
スクエネルゴ社に対する債務となり，それが負担となってこうした修繕計画は
難しくなっていた (Inform1999, No.8, p.12）。そして，これらの修繕費に固
からの予算が全く与えられていない以上，大学は予算外収入からこれをまかな
うしかなくなる 80
連邦予政府によって認められた予算額に対する実際の配分額は，全体で87%
となっているが，大学の概算要求に対する実際の配分額は，さらに少ない比率
を示す。表3は，ノヴォシビルスク国立工科大学の1999年上半期の概算要求額
と予算案，そして実際に配分された額とを示している。
表3 ノヴォシビルスク国立工科大学予算配分2(1999年上半期）
細 目 概算要求額 予算認可額 認可額に対する 要求額に対する（千ルー ブル） （千ルー ブル） 実際の配分額（財） 実際の配分額（%）
加算額を含む賃金 55725.0 25072.0 100 45 
奨 学 金 21865 12508.0 100 57 
学 生 給 食 16986 369.0 100 2 
過障な労骨条件のための特別iルク 134.0 0.9 100 0.7 
公共サービス・通信 23082.0 180.0 100 0.8 
設備購入・修繕 30984.0 。 。 。
応急及び全面修理 4163.0 。 。 。
その他日常の支出 7784.0 543.0 100 7 
総 額 160723.0 38673.0 100 24 
出所： InformNo.8(77), 31 August1999, p.11 
8 当時，政府は，予算配分のなかで，一部，物品による配分を行っていた。ノヴォシビ
ルスク国立工科大学の場合， 250万ルーブル相当の新車14台，そのほか建築資材で配分が
なされた。その建築資材を使って第五教育棟の屋根の改修が行われたと学内報で報告し
ている (Inform1999, No.73）。
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概算要求額と実際に配分された額を比較すると，概算要求はほとんど無視さ
れ，賃金でさえも概算要求の45%にしか至っていなかった。総額では，概算要
求額の24%しか実際には配分されていなかったのである。
概算要求額と実際に配分された額との開きは，多くの大学で見られる傾向で
あると推測できる。ノヴォシビルスク国立工科大学の例と， Hare& Lugachev 
の示すトムスク国立大学の例とを比較してみよう。トムスク国立大学は，ウラ
ル以東のロシアに設立された最初の大学で， 1878年に創設された。 12000人の
学生， 200人の教授， 1000人の助教授を有する大学である。ノヴォシビルスク
国立工科大学のように地域工業への人材供給を主目的とした専門大学を起源と
する地方総合大学とは異なり， トムスク国立大学は，地方にありながら，伝統
と格式を持つ伝統的有名校である。表4は，そのトムスク国立大学の概算要求
額，政府が定めた予算案，実際の配分額，および支出額が示しであるO
表4 卜ムスク国立大学の予算と支出（単位： 10億ルーブル）
要求額 予算案 実際の配分額 支出額（対予算案比）
1994 30 23 15 (65.2%) 17.6 
1995 43 32 24 (75.0%) 34 
1996 98 63 38 (60.3%) 67 
出所： Hare& Lugachev 1999, p.110 
注記：トムスク国立大学副学長とのインタビューによる資料である。要求額とは，国
家高等教育委員会へのトムスク国立大学への要求額であり，予算案は，国家高
等教育委員会が承認した額であり，実際の配分額は，国家高等教育委員会から
実際にトムスク国立大学が受け取った額である。支出は，国家高等教育委員会
からの配分とそのほかの収入から行われた総支出を表している。対予算案比に
ついては，筆者が付け足した。
トムスク国立大学の予算案に対する実際の配分額は， 1996年度60.3%となっ
ているように，年度が異なっているため単純に比較はできないが，ノヴォシビ
ルスク国立工科大学の同比率に比べ非常に低い。概算要求額に対する実際の配
分額の比率は， 38.8%と，ノヴォシビルスク国立工科大学の同比率に比べ高い
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ものの，やはり概算要求が反映された予算配分とはなっていないのが実情であ
る。予算規模は， トムスク国立大学が伝統的有名校であることから，ノヴォシ
ビルスク国立工科大学とは雲泥の差があるが，地方大学の予算配分状況が示す
姿には共通点があるということがわかる九
このように連邦予算が非常に限られ，圧縮された状況で，第二節においてす
でに述べたように，大学は予算外収入の確保に奔走することになる。旧ソ連時
代，国立大学の運営は，ほぽ全額国家予算に依存してきた。市場経済化の過程
で，予算外収入への依存の高まりは，ノヴォシビルスク国立工科大学において
も顕著にみられる現象である。表5は，ノヴォシビルスク国立工科大学にお
ける連邦予算と予算外収入との歳入比率の変化を， 1994年から1998年まで示し
ている。
表5 ノヴォシピルスク国立工科大学収入の源泉内訳の推移
年度 連邦予算（%） 予算外収入（%）
1994 87.7 12.3 
1995 76.0 24.0 
1996 75.0 25.0 
1997 73.5 31.5 
1998 57.0 43.0 
出所：Inform,No.2(60),1998,and No.4(73),1999 
1994年時点では，まだ予算外収入への依存は小さかったが，年が経つにつれ，
予算外収入への依存は大きくなっていった。 1999年には連邦予算と予算外収入
9 地方の国立高等教育機関の予算配分獲得は，非常に難しい。高等教育に割り当てられ
る予算のうち， 50%はモスクワの諸大学に， 25%はサンクトペテルプルクの諸大学に，
残りの25%がその他の地方の高等教育機関に配分される。ロシアには国立高等教育機関
が， 2000/2001年時点で607校存在し，総学生数は427万人にのぼる。そのうち，モスクワ
市内の国立高等教育機関に通う学生の数は，約708700人で，全体の約16.6%にあたる。サ
ンクトペテルプルク市内の国立校棟教育機関に通う学生の数は，約315600人で，全体の
7.4%にあたる（Goskomstat2001,pp.227-229）。モスクワやサンクトペテルプルクと地方
との経済格差，モスクワやサンクトペテルブルクに大学が集中していること，教育には
重点投資が必要なことなどを考慮しても，ロシアの高等教育財政における地方軽視ははっ
きりとしている。
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との比率は， l対Iになると大学側は予測していた。予算外収入の内訳を見て
みよう。表6は，ノヴォシビルスク国立工科大学の予算外収入の内訳を表して
いるが，そこでは， 3つの源泉が明記されていた。一つ目は，不動産リースな
どによる収入，二つ目は，教育サービス，そして三つ目がその他の収入である。
表6 ノヴォシビルスク国立工科大学予算外収入内訳（単位：千ルーブル）
1997年 1998年
予算外収入 19297 30341 
そのうち
不動産リース 3495 4134 
教育サービス 13573 23110 
その他の収入 2229 3097 
出所：同上
一つ自の不動産リースは，大学が所有する建物・空間を民間企業等に事務所
や店舗として賃貸することで得られる収入であり，これはOECDが示した予算
外収入の項目のなかでの企業家活動に相当する。二つ目の教育サービスは，有
料教育による授業料収入である。第三番目のその他の収入には，寄付研究，産
学共同研究，自治体・地域の援助などが含まれていると考えられる。
大学の予算外収入への依存の高まりは，国から自律した大学運営が要求され，
各学部も独自に予算外収入の獲得に責任を持つこととなる。各学部の資金獲得
への行動の必要性は，ノヴォシビルスク工科大学では「新経済政策（ネップ）」
と名付けられ，各学部の独立採算への努力を促していた (Inform1999, 
No.73, p.6）。ただし，その他の収入が予算外総収入の約1割にしかみたない
ことでわかるように，受託研究など地域の企業からの投資は，十分な予算外収
入の源泉とはなっていなし、。それは，地域の工業生産が停滞する中，地元工業
企業は大学に投資する体力さえ持たないからである。ロシアにおいて活況を呈
するエネルギー産業企業と深いつながりをもっエネルギー学部や専門家の需要
が高いビジネス学部などは，地元企業からの資金調達にある程度成功はしてい
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るものの，地域に伝統的な工業部門と関連する専門学部は，この種の資金獲得
に大きな望みを持てないでいる。
ノヴォシビルスク国立工科大学では，学部単位の収入獲得の自主独立性を高
めるため，受託研究費については，全体の17%を大学本部が，残りの83%を学
部が自由に使うことができる。その受託研究で得た資金のうち，学部裁量分の
約半分は学部の職員の賃金に加算され，半分は学部の発展のために利用される。
授業料に関しても，学部の授業料収入の30%は大学本部に掌握されるが， 70%
は学部の裁量に任される。そのうち，約8割が賃金加算分に，残り 2割が学部
の発展のために使われる。不動産リースから得られる収入は，すべて大学本部
の裁量で使われる (Inform1999, No.73, p.6）。 1998年のノヴォシビルスク国
立工科大学の学部聞の予算外収入の格差は，物理工学部とエネルギー学部との
間では， 28倍にもなる。こうした配分は，学部聞の体力差を生み出す結果とな
り，ひいては，学部間の職員の賃金格差にまで影響する。
Hare & Lugachev (1999）は，モスクワ大学経済学部の連邦予算歳入と予算
外収入の内訳を示してくれているので（表7），ノヴォシビルスク国立工科大
学の例と比較してみよう。
モスクワ大学は，ロシア随一の伝統的大学である。モスクワ大学の一学部で
ある経済学部の歳入総額は，ノヴォシピルスク国立工科大学全体の半期分の連
邦予算に匹敵する。モスクワ大学経済学部の歳入は，予算外収入が連邦予算を
凌駕している。経済学という専門分野の性格から，大規模な投資を必要とする
受託研究がない分，ここでも予算外収入の主な源泉は，授業料収入である。ま
た，この資料で興味深いのは，ノヴォシピルスク国立工科大学の「新経済政策」
同様，学部の独立採算指向が見られ，経済学部裁量分が予算外収入の約半分を
占めていることである。
国家予算にしても，予算外収入にしても，生徒数の拡大，コースの充実がそ
の大学や学部の発展に直接寄与する構造となっている。そして，連邦予算の割
り当てが十分に期待できない状況では，有料教育の拡大は，学部運営にとって
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不可避な方向性となっている。ロシアの高等教育機関の学生数が，市場経済化
以降急速に増加していった背景には，単に新しい時代での高学歴指向のみでは
なく，各高等教育機関が予算外収入の拡大を目指し，学生数の拡大を積極的に
行っていったという教育の供給側の理由があるのである。
表7 モスクワ大学経済学部1997年収入の内訳（推定：千ルーブル（1998年換算））
総 額 31896 100% 
内訳 連邦予算 12957 40.6% 
予算外収入 18939 59.4% 
うち，経済学部裁量分 9765 30.6% 
内訳 学士課程 5884 18.4% 
修士課程 832 2.6% 
短期課程 2220 6.9% 
受託研究 144 0.5% 
寄付 685 2.1% 
短期課程準備・研究プロジェクト 9174 28.8% 
出所：Hare& Lugachev 199, p.114，ただし総額に対する各内訳比率は，筆者が作成
ここまで示してきた3つのケーススタディから，我々は，次のような国立大
学の財政状況の特徴を見いだすことができるだろう。まず，第一に，国立大学
は，連邦予算だけでは，到底，大学の設備維持，光熱費，そして職員の賃金さ
えも支払えないということである。第二に，連邦予算だけでは大学運営が行え
ないために，国立大学は予算外収入の獲得に努力するが，予算外収入源はもっ
ぱら有料授業による収入に大きく依存するようになったことである。このこと
は，各大学に生徒数拡大，学部増設，様々な有料授業コースの設定（資格獲得
のためのコースなど）など，拡張路線を強いることになった。多くの技術系大
学や単科大学が，学生に人気のビジネス学部などを増設し総合大学化している
のは，そのためである。
予算外収入の獲得，それは大学全体にとどまらず，各学部および教員にとっ
ても切実な関心事である。特に，教員たちは，予算外収入の獲得が自らの賃金
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に大きく反映するが故に，それほど優遇されてこなかった教育部門の就労者と
して，予算外収入の獲得はやはり切実なのである。予算外収入が，いかに賃金
に組み入れられているか，次節において詳しく述べたい。
国立大学教員の賃金水準
高等教育の財政状況が悪いなか，その教員の賃金水準も他の経済部門の平均
賃金に比べ，明らかに低L、。図1は，学校教育部門を示す教育部門，科学アカ
デミーなどを中心とする科学部門，ロシアの平均賃金を考える際の基準となる
べき工業部門，そして同じ公務員の賃金水準を表す行政部門の平均賃金を，ロ
シアの平均賃金を100とした比率で換算し， 1970年以降の賃金格差の傾向を表
したものである。工業部門と共に科学部門は，旧ソ連時代には，比較的しっか
りとした賃金が保証されていた部門である。科学部門は，市場経済化以降，エ
リツイン政権においては非常に冷遇された賃金水準に陥ったが，プーチン政権
になってからは，ょうやく平均以上の賃金を得られるようになった九一方，
図1 各部門平均賃金の対ロシア平均賃金比（ロシア平均賃金＝100)
100. 0唱
50. 0協
1970 1975 1980 1985 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 
出所： Goskomstat,2001,pp.187-189 
10 1988年までの科学部門，特にシベリアの科学アカデミーの状況に関しては，堀江
(1998）を参照されたL、。
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教育部門は，旧ソ連時代でもロシアの平均賃金を大きく下回る賃金水準であっ
たが，年々低水準化がすすみ，ロシアにおいて最も低賃金に属する産業部門と
なっている。教員のモラルの低下も指摘されている。 MacWilliams(2001, p. 
A43）は，次のように報告している。
おそらく社会のなかで最も低賃金の職業に属する教授たちは，学生たちが
良い成績を獲得したり自分の望む学科へ進学したりするための収賄がはび
こることで犯罪者になろうとしている。
本稿で調査を行ったノヴォシビルスク州に限って見ても， 90年代の教育部門の
平均賃金は，他の産業部門と比べ，見劣りのするものであった。農業，林業，文
化・芸術部門など，教育部門を下回る低賃金部門はあるものの， MacWilliams 
の指摘するように，教育部門は産業部門の中でも最も低賃金である部門のひと
つである。この資料の1998年時点のノヴォシビルスク州の平均賃金は， 956ルー
ブルであった（ロシア連邦平均賃金は， 1051.5ルーブル）が，教育部門の平均
賃金は， 630ルーブルでしかなかった。
図2 ノヴォシビルスク州各部門対平均賃金比（1998年）
判明不動産軍事l
棋踊得務盟移潟終務総暁S品千
融機関 l壷融・慢陰
1ー00.0% 50. 0判 0. 0唱 50. 0唱 100.0略 150.0唱
出所； NovosibirskiiOblastnoi Komitet Gosudarstvennoi Statistiki, 2000, p.58より作成
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教育部門は，義務教育を含めたすべての教育機関の就労者からなるので，高
等教育機関の賃金だけを具体的に知ることは，公表されている統計資料からは
難しL、。ノヴォシビルスク国立工科大学の学内広報誌のなかに，同大学の平均
賃金の内訳に関する資料があったので，紹介したい。
表8 ノポシビルスク国立工科大学登録就業者一人当たり月平均賃金内訳（1998年）
賃金内訳 ルーブル 対平均賃金比
平均国家予算賃金（科学を除く） 565 63% 
政府予算科学研究費，奨学金，重点プログラム 600 67% の手当を合わせた平均国家予算賃金
委託研究費手当を合わせた平均賃金 620 70% 
有料授業などの手当を合わせた平均賃金 780 88% 
予算外収入のすべての手当を合わせた平均賃金 890 100% 
出所： InformNo.4(73), 31 March 199, p.7 
この表を見てわかるように，ノヴォシビルスク州の平均賃金が，当時956ルー
ブルであったときに，国家予算によって充当された平均賃金は，わずか565ルー
ブルであった。もちろん，国家予算によるこの賃金水準では，生活は困難であ
る。大学および教員は様々な資金源から，賃金を確保しようとしている姿が，
この表から見て取れる。政府からの研究費や重点プログラム，有料授業，そし
て委託研究などの外部資金から賃金の上乗せが行われていた。この中でも，特
に，有料授業手当が賃金上乗せに大きな役割を果たしていた。ノヴォシピルス
ク国立工科大学の就労者の平均賃金のうち， 33%が有料授業手当とその他の予
算外収入によるものであったのだ。こうした賃金上乗せ分により，教育部門の
平均賃金を上回る賃金をノヴォシビルスク国立工科大学の就労者は得ていたこ
とになるのだが，それでもノヴォシビルスク州の平均賃金には及んでいなかっ
fこ。
かつての旧共産圏諸国の教員の離職率は，国際的に見ても最も高い数値を示
すという。それは，公共部門のあらゆる職種の被雇用者が転職する時代におい
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て，困難に直面する教員たちは，新たに成長してきた私企業やサービス部門で
必要とされる諸技能（外国語や情報技術）を有していたからだとされている
(UNESCO, 1998, p.41）。 1997年ユネスコ第29回総会で採択された「高等教育
の教育職員の地位に関する勧告」（東京高等教育研究所他， p.126）では，高等
教育の教育職員の給与は，社会にとっての高等教育の重要性， したがって高等
教育の教育職員の重要性，同時にこの職能への入職時から課されるさまざまな
責任を反映したものでなければならずJ，「少なくとも同様ないし同等の資格を
要求する他の職業において支払われる給与に相当するものでなければ」ならな
いとしている。こうしたユネスコの勧告に見合った地位がロシアの高等教育の
教員に与えられているかは，彼らの賃金水準を見る限り，疑問である。
おわりに
本稿で示したノヴォシビルスク国立工科大学の財政状況の具体例は，必ずし
もロシアの高等教育財政の平均像を表すわけではないかもしれない。しかし，
Paul HareとMikhailLugachevが示したトムスク大学やモスクワ大学の財政
状況の具体例よりも，より鮮明な国立大学の台所事情を示すことができた。そ
して，それらの比較から，規模，伝統などの基礎条件の違い，財政規模の違い
はあるにしても，共通するロシアの高等教育の台所事情の特徴が見いだせた。
その特徴とは， 90年代，ロシアの国立大学は，厳しい緊縮財政のあおりを受
けて，連邦予算からの歳入が抑えられ，予算外収入の獲得に経営努力を集中さ
せてきたという特徴である。若年層の高学歴志向により入学者増加は期待でき
たものの，高学歴志向に対応した教育を提供するには，学生たちの需要に見合っ
た新学部の設立，教育プログラムの提供，施設の更新など，つまりは魅力ある
大学づくりの必要に迫られた。学生数の増加にともなう有料授業の拡大は，予
算外収入の増加をもたらすことができたが，それによりロシアでは，事実上，
無料授業の原則はなし崩し的に放棄されつつあると言える。また，大学の企業
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家活動の一環として，所有する不動産の賃貸，店舗の経営など，予算外収入の
拡大には，様々な試みが行われてきた。
これらの努力は，すべて絶対的に不足する連邦予算による歳入を補填するた
めのものであった。大学のインフラ整備だけでなく，賃金でさえも，予算外収
入からの補填を必要とする状況であったことなど，本稿で観察できた事例は，
90年代のロシアの国立大学の苦境を物語る貴重な資料である。
事例研究であるとはL、え，本稿で取り上げた財政状況は，ロシアだけでなく
多くの移行国において共通した課題である。 Berryman(2000, p.40）によれ
ば，欧州および中央アジアの移行国では，教育財源の減少に対し，効果的な対
応が行われていなL、。大学設備の修繕を延期したり，教材の購入を削減したり，
暖房を止めたり，教員の賃金を下げたり，光熱費および賃金の未払いを続けた
りして，運営しているという。我々の事例研究は，ロシアにおけるその生々し
さを示すものとなった。
1999年以降ロシアの経済状況が好転するなか，こうした大学の財政状況は今
後いくぶん好転していくかもしれなL、。しかし，本稿で示した諸特徴に大きく
変化が生じているわけではない。プーチン政権下で，教育の重要性は叫ばれる
ようになったものの， 1990年当時に比べ3分の lか4分の lしか歳入がない状
態1では，この大学の財政状況の本格的な好転を語れるようになるには，まだ
時聞がかかるだろう。ノヴォシビルスク国立大学で大規模な教員のリストラが
行われたわけではないが，教員以外の職員でリストラの憂き目にあった者も少
なくない九
現在の歳入源獲得の努力は，大学の規模拡大や有料授業拡大が中心であり，
それは学生数増加に依存した戦略であるが，この量的拡大戦略と高学歴志向依
存の高等教育機関運営にも落とし穴がある。まず，第一に，少子化に伴う学生
11 この概算は，ガブリロフ氏によるものである。このインタビューは，筆者が2001年12
月19日ノヴォシビルスク国立工科大学情報技術センターにおいて行った。
12 この大学の情報技術センターのガブリロフ・センター長によれば，このセンターの職
員数（コンビュータ一関連技術者）は，ここ数年で半減したという。
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数減少のおそれである。 90年代の高等教育機関への入学者は，基本的には1973
年から1983年の出生であった。 1980年に出生率は15.9%であったが， 2000年に
は8.7%にまで落ち込んでいることから，将来少子化の波が高等教育に及ぼす
影響は無視できない。また，第二に，そもそもロシアの労働市場に現在のよう
な高学歴学卒者の需要が存在しないという事実である。高学歴の専門家の供給
過多は，現実のものとなろうとしている。
ノーヴィェ・イズヴェスチア紙（2001年6月29日付， P.6）には，今入学者
を減少させたとしても， 2010年までにロシアは120万人の高学歴の専門家を輩
出するが，そのときロシアは50万3千人ほどしか専門家を必要としない，と報
告している。同時に，今日の大学の設備・教育では，基本的な技能を身につけ
ていない卒業者が輩出され，旧ソ連時代のIT技術者が現在のIT産業に適しな
いこと，多くのすぐれたIT技術者が海外に職を求めて移民してしまうことな
どから，将来ロシアのIT産業の勃興が生じた場合，深刻なIT関連技術者の不
足に陥るとの報告もある（RussianJournal, 2001, p.6）。これらの事情は，
今後のロシアの大学が，単に各個別の大学経営努力による学生数やそのほか収
入源の拡大といった従来型の量的拡大路線で国立大学の維持が可能なのではな
く，散在し重複する国立大学の整理・集中の必要性と単なる量的拡大ではなく
教育の質的改善が近い将来必要であることを示唆している。
その前提条件として，高等教育機関が，どのように運営されており，そして
どのように教育の成果が社会に還元されているのか13，透明性を確保する必要
があろう。本稿のために行った調査そのものも，そうした透明性の不備に直面
し，行うことになったのである。教育は，その成果が個人の利益となるばかり
でなく，その成果が社会に還元されるがゆえに，現代社会においても公共財と
私的財との区別が難しい（OECD,2002, p.118）。ロシア社会の公共財として
の高等教育を守っていくためには，長期的視野からのロシアの教育の復興が望
まれる。
13 ！日共産圏諸国の教育の目標に関する透明性の問題点に関しては， Pastuovic(l 993）を参
照されたい。
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